
様式1

政策ごとの決算との対応について（総括表）　

(所管）環境省 （単位：千円）
備考

1 地球温暖化対策の推進 187,655,673 - - - - 187,655,673 187,460,536 49,739 145,397 232,654,921 38,162,757 - - - - 270,817,678 150,226,341 93,913,959 26,677,377 

2 地球環境の保全 2,648,533 114,748 - - - 2,763,281 2,305,144 55,958 402,179 - - - - - - - - - - 

3 大気・水・土壌環境等の保全 12,817,148 161,999 - - - 12,979,147 8,709,458 3,580,308 689,379 485,249 - - - - - 485,249 398,867 - 86,381 

4 廃棄物・リサイクル対策の推進 127,772,578 134,513,817 2,718,720 - - 265,005,115 131,742,663 102,494,361 30,768,090 92,349,343 75,323,115 - - - - 167,672,458 122,377,072 30,892,817 14,402,568 

5 生物多様性の保全と自然との共生の推進 46,138,785 16,829,196 - - - 62,967,981 32,443,929 24,704,317 5,819,734 643,002 177,765 - - - - 820,767 646,802 155,945 18,020 

6 化学物質対策の推進 2,257,583 11,030 - - - 2,268,613 1,885,382 - 383,231 - - - - - - - - - - 

7 環境保健対策の推進 22,070,577 201,608 - - - 22,272,185 20,488,854 777,435 1,005,895 - - - - - - - - - - 

8 環境・経済・社会の統合的向上 901,582 120,000 - - - 1,021,582 961,698 - 59,883 - - - - - - - - - - 

9 環境政策の基盤整備 32,776,353 5,717,325 - - - 38,493,678 31,576,973 5,664,697 1,252,007 - - - - - - - - - - 

10 放射性物質による環境の汚染への対処 - - - - - - - - - 442,038,020 234,109,147 - - - - 676,147,167 628,112,242 18,841,267 29,193,658 

435,038,812 157,669,726 2,718,720 - - 595,427,258 417,574,641 137,326,817 40,525,799 768,170,535 347,772,786 - - - - 1,115,943,321 901,761,326 143,803,989 70,378,005 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．一般会計については、組織 環境本省及び地方環境事務所並びにエネルギー対策特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制庁を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

政策体系
一般会計 特別会計

歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額 支出済歳出額 翌年度繰越額 差引額翌年度繰越額 差引額 歳出予算額 前年度繰越額 予備費使用額 流用等増△減額予算総則の規定による経費増額

合　　　　　　　計



様式2
政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

１ 187,655,673 - - - - 187,655,673 187,460,536 49,739 145,397 

環境本省
地球温暖化対策の推進に必要な経
費

508,910 - - - - 508,910 410,632 49,739 48,538 

気候変動の影響への適応策に関す
る調査研究に必要な経費

920,000 - - - - 920,000 823,140 - 96,859 

石油石炭税財源エネルギー需
給構造高度化対策費エネル
ギー対策特別会計へ繰入

石油石炭税財源のエネルギー需給
構造高度化対策に係るエネルギー
対策特別会計エネルギー需給勘定
へ繰入れに必要な経費

177,300,000 - - - - 177,300,000 177,300,000 - - 

エネルギー需給構造高度化対
策費エネルギー対策特別会計
へ繰入

エネルギー需給構造高度化対策に
係るエネルギー対策特別会計エネ
ルギー需給勘定へ繰入れに必要な
経費

8,926,763 - - - - 8,926,763 8,926,763 - - 

２ 2,648,533 114,748 - - - 2,763,281 2,305,144 55,958 402,179 

環境本省 地球環境保全等試験研究費
地球環境保全等試験研究に必要な
経費

124,071 - - - - 124,071 102,177 - 21,893 

地球環境保全費 地球環境の保全に必要な経費 2,524,462 114,748 - - - 2,639,210 2,202,967 55,958 380,285 

３ 12,817,148 161,999 - - - 12,979,147 8,709,458 3,580,308 689,379 

環境本省 大気・水・土壌環境等保全費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

12,623,563 161,999 - - - 12,785,562 8,522,716 3,580,308 682,537 

放射能調査研究費 放射能調査研究に必要な経費 192,642 - - - - 192,642 186,496 - 6,145 
原子力規制委員会から移替

　　　　  　　   192,642千円

地方環境事務所 地方環境対策費
大気・水・土壌環境等の保全に必要
な経費

943 - - - - 943 245 - 697 

４ 127,772,578 134,513,817 2,718,720 - - 265,005,115 131,742,663 102,494,361 30,768,090 

環境本省
廃棄物・リサイクル対策推進
費

廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

27,575,630 53,096,515 2,718,720 - - 83,390,865 40,421,665 21,580,781 21,388,418 
令和2年7月31日
予備費使用決定

　　　　　     2,718,720千円

廃棄物処理施設整備費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 93,332,318 79,313,082 - - - 172,645,400 86,026,980 78,129,778 8,488,641 

北海道開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 2,877,000 1,545,413 - - - 4,422,413 2,347,897 2,065,007 9,509 
国土交通省所管から移替
　　 　　　    2,877,000千円

廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,609,000 125,318 - - - 1,734,318 795,832 464,368 474,118 
国土交通省所管から移替
　　　 　 　   1,609,000千円

奄美群島廃棄物処理施設整備に必
要な経費

169,000 183,554 - - - 352,554 315,142 29,540 7,872 
国土交通省所管から移替
　　　　　  　   169,000千円

沖縄開発事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 1,340,000 235,215 - - - 1,575,215 1,049,227 224,887 301,101 
内閣府所管から移替

　  　         1,340,000千円

地方創生基盤整備事業推進
費

地方創生の推進のための基盤整備
事業に必要な経費

860,776 14,720 - - - 875,496 782,261 - 93,235 
内閣府所管から移替

　      　       860,776千円

地方環境事務所 地方環境対策費
廃棄物・リサイクル対策の推進に必
要な経費

8,854 - - - - 8,854 3,658 - 5,195 

５ 46,138,785 16,829,196 - - - 62,967,981 32,443,929 24,704,317 5,819,734 

環境本省 生物多様性保全等推進費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

16,885,273 521,567 - - - 17,406,840 9,507,793 6,673,819 1,225,226 

環境保全施設整備費 環境保全施設整備に必要な経費 2,745,217 2,959,316 - - - 5,704,533 2,778,845 2,246,528 679,159 

国際観光旅客税財源観光振
興費

国際観光旅客税財源国立公園等資
源の整備に必要な経費

6,861,948 2,738,392 - - - 9,600,340 4,359,261 4,294,093 946,984 
国土交通省所管から移替
　　　　 　    6,861,948千円

沖縄振興交付金事業推進費
沖縄振興交付金事業の推進に必要
な経費

24,565 - - - - 24,565 8,372 9,283 6,910 
内閣府所管から移替

                  24,565千円

自然公園等事業費 自然公園等事業に必要な経費 17,357,020 10,609,058 - - - 27,966,078 13,654,792 11,480,592 2,830,693 

地方環境事務所 地方環境対策費
生物多様性の保全等の推進に必要
な経費

2,264,762 862 - - - 2,265,624 2,134,863 - 130,760 

６ 2,257,583 11,030 - - - 2,268,613 1,885,382 - 383,231 

環境本省 化学物質対策推進費 化学物質対策の推進に必要な経費 2,257,583 11,030 - - - 2,268,613 1,885,382 - 383,231 

７ 22,070,577 201,608 - - - 22,272,185 20,488,854 777,435 1,005,895 

環境本省 環境保健対策推進費 環境保健対策の推進に必要な経費 14,869,577 201,608 - - - 15,071,185 13,291,031 777,435 1,002,718 

自動車重量税財源公害健康
被害補償費

自動車重量税財源公害健康被害補
償に必要な経費

7,201,000 - - - - 7,201,000 7,197,823 - 3,176 

８ 901,582 120,000 - - - 1,021,582 961,698 - 59,883 

環境本省
環境・経済・社会の統合的向
上費

環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

754,219 120,000 - - - 874,219 816,946 - 57,272 

地方環境事務所 地方環境対策費
環境・経済・社会の統合的向上に必
要な経費

147,363 - - - - 147,363 144,752 - 2,610 

９ 32,776,353 5,717,325 - - - 38,493,678 31,576,973 5,664,697 1,252,007 

環境本省 環境政策基盤整備等に必要な経費 4,322,695 10,641 - - - 4,333,336 3,928,163 9,900 395,272 

環境問題に対する調査・研究・技術
開発に必要な経費

3,593,951 5,000,000 - - - 8,593,951 3,138,410 4,765,577 689,962 

環境調査研修所
環境保全に関する調査、研修等に必
要な経費

696,065 - - - - 696,065 577,365 - 118,699 

環境調査研修所施設費
環境調査研修所施設整備に必要な
経費

61,884 145,746 - - - 207,630 165,184 - 42,446 

支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 差引額 備考

地球温暖化対策の推進

地球環境の保全

大気・水・土壌環境等の保全

廃棄物・リサイクル対策の推進

予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額

生物多様性の保全と自然との共
生の推進

化学物質対策の推進

環境保健対策の推進

環境・経済・社会の統合的向上

環境政策の基盤整備

環境政策基盤整備費

地球温暖化対策推進費

離島振興事業費



様式2
政策ごとの決算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管）環境省 （単位：千円）

支出済歳出額 翌年度繰越額政策体系 組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額 差引額 備考予備費使用額 流用等増△減額 予算決定後移替増△減額 歳出予算現額

独立行政法人環境再生保全機構運
営費交付金に必要な経費

1,383,065 - - - - 1,383,065 1,383,065 - - 

独立行政法人環境再生保全機構環
境保全研究・技術開発運営費交付
金に必要な経費

5,447,381 - - - - 5,447,381 5,447,381 - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所運営費

国立研究開発法人国立環境研究所
運営費交付金に必要な経費

16,906,935 - - - - 16,906,935 16,906,935 - - 

国立研究開発法人国立環境
研究所施設整備費

国立研究開発法人国立環境研究所
施設整備に必要な経費

328,282 560,938 - - - 889,220 - 889,220 - 

地方環境事務所 地方環境対策費 環境政策基盤整備等に必要な経費 36,095 - - - - 36,095 30,469 - 5,625 

435,038,812 157,669,726 2,718,720 - - 595,427,258 417,574,641 137,326,817 40,525,799 

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．組織　環境本省及び地方環境事務所のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

合　　　　　　　計

独立行政法人環境再生保全
機構運営費



様式3

政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】

（所管）内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省　（会計）エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

１．地球温暖化対策の推進 232,654,921 38,162,757 - - - - 270,817,678 150,226,341 93,913,959 26,677,377

エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費 232,473,036 38,162,757 - - - - 270,635,793 150,113,754 93,913,959 26,608,079

事務取扱費 温暖化対策に必要な経費 181,885 - - - - - 181,885 112,586 - 69,298

380,808 - - - - - 380,808 184,042 - 196,765

電源開発促進勘定 原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必
要な経費

380,808 - - - - - 380,808 184,042 - 196,765

233,035,729 38,162,757 - - - - 271,198,486 150,410,384 93,913,959 26,874,142

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．エネルギー対策特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会を除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

歳出予算現額 支出済歳出額政策体系 勘定・組織 項 事項 歳出予算額 前年度繰越額

合　　　　　　　計

翌年度繰越額 差引額 備考

エネルギー需給勘定

１０．放射性物質による環境の汚
染への対処

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額

流用等増△減額
予算決定後移替増

△減額



政策ごとの決算との対応について（個別表）　【特別会計】
（所管）環境省　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

大気・水・土壌環境等の保全 485,249 - - - - - 485,249 398,867 - 86,381

環境本省 環境保全復興政策費 大気・水・土壌環境等の保全に必要な経費 485,249 - - - - - 485,249 398,867 - 86,381
復興庁所管から移替

485,249千円

廃棄物・リサイクル対策の推進 92,349,343 75,323,115 - - - - 167,672,458 122,377,072 30,892,817 14,402,568

環境本省 東日本大震災復興事業費 廃棄物処理施設整備に必要な経費 29,454,000 14,527,371 - - - - 43,981,371 26,183,662 17,385,699 412,010
復興庁所管から移替

29,454,000千円

環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 8,330,697 690,000 - - - - 9,020,697 8,155,801 652,304 212,590
復興庁所管から移替

8,330,697千円

地方環境事務所 環境保全復興政策費 廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 54,564,646 60,105,744 - - - - 114,670,390 88,037,609 12,854,813 13,777,967
復興庁所管から移替

54,564,646千円
生物多様性の保全と自然との共生
の推進

643,002 177,765 - - - - 820,767 646,802 155,945 18,020

環境本省 東日本大震災復興事業費 自然公園等事業に必要な経費 225,932 177,765 - - - - 403,697 235,873 155,945 11,878
復興庁所管から移替

225,932千円

環境保全復興政策費 生物多様性の保全等の推進に必要な経費 417,070 - - - - - 417,070 410,928 - 6,141
復興庁所管から移替

417,070千円
放射性物質による環境の汚染への
対処

441,657,212 234,109,147 - - - - 675,766,359 627,928,199 18,841,267 28,996,892

環境本省 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

15,716,000 - - - - - 15,716,000 11,705,132 - 4,010,867
復興庁所管から移替

15,716,000千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

81,554,046 8,340,856 - - - - 89,894,902 83,812,593 3,227,542 2,854,767
復興庁所管から移替

81,554,046千円

地方環境事務所 環境保全復興事業費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

297,961,719 214,135,306 - - - - 512,097,025 490,577,172 3,081,544 18,438,308
復興庁所管から移替

297,961,719千円

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染への対処に必
要な経費

46,425,447 11,632,985 - - - - 58,058,432 41,833,300 12,532,181 3,692,950
復興庁所管から移替

46,425,447千円

535,134,806 309,610,028 - - - - 844,744,834 751,350,941 49,890,030 43,503,863

（注） １．政策評価の対象となる計数及び政策評価の対象外の計数で政策に関連付けられるものを掲記している。
２．東日本大震災復興特別会計については、環境省所管分（原子力規制委員会除く）のみ掲記している。
３．計数は、原則として単位未満を切り捨てたものであり、端数において合計とは一致しないものがある。

差引額歳出予算現額 支出済歳出額
予算決定後移替増

△減額
備考

３

歳出予算額政策体系 流用等増△減額 翌年度繰越額

合　　　　　　　計

事項項

10

前年度繰越額勘定・組織

５

４

予備費使用額
予算総則の規定
による経費増額


